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経済学研究39-4
北海道大学1990.3 

英米金融協定成立の政治経済学 (1)
一一「ブレトン・ウッズ体制」の原点についての一考察(3)一一

本間雅美

問題の所在

「もしローンが受け入れられるとすれば，そ

れがロシアの拡張主義に対して防衛するための

投資を示すという信念により，その支持が左右

されてきているからであろう。恐らくこれは，

フルトンの発言がもたらした最初の成果といえ

よう。それは薬を飲みやすくするために外側を

砂糖で包んだ錠剤のようなものである。Jl)

これは，英国『エコノミスト』誌の米国議会

における「対英ローン・ヒアリング」について

の論評の一節である。そして，従来の英米金融

協定についての評価もまた，まさにこの文脈の

なかで語られるのが一般的であった。すなわ

ち， 英米金融協定の普遍・妥当性は， 1"反共イ

デオ戸ギーJで総括されざるを得なかったとい

う回答に他ならない2)。しかし私見によれば，

この説明は，英米金融協定が何ゆえに，また，

いかにして「反共イデオロギー」で総括されざ

るを得なかったのかという点については答えて

いるとはいえず，その点で不十分で、あるといわ

1) The Economist， Vol， CL， March 23，1946， p. 455. 
2) Richard N. Gardner， Sterling-Dollar Dψ10・
macy in Current Persjうective(New expanded 
edition)， New York， 1980， pp. 248-253.村野孝・
加瀬正一訳『国際通貨体制成立史(下)Jl東洋経済
新報社， 1973年.430-435A Joyce and Gabriel 
Kolko， The Limits 01 Power， New York， 1972; 
L. C. Gardner， Architects o[ Illusion : Men and 
Ideas in American Foreign Policy， 1941-
1949， Chicago， 1970， p.1l8.油井大三郎『戦後世
界秩序の形成』東京大学出版会， 1985年， 12-47，。

ざるを得ない。英米金融協定の正当性が「反共

イデオロギー」で総括されざるを得なかったと

いう事実でもってしか，アメリカの「ドル外交

政策」を説き得ない従来の議論の延長線上で

は，戦後「ブレトン・ウッズ体制」確立の全体

像の解明に立ち向かうことはできないであろ

う。問題は，英米金融協定が何故に，そしてい

かにして「反共イデオロギー」によって体系化

されざるを得なかったのかの論理を明らかにす

ることにある， と考えられるのである。

ところで， 英米金融協定が， 1"戦後再編構想

原理」の実践方式の単なる合意にとどまらず，

実はブレトン・ウッズ協定批准ー→英米金融協

定一→マーシャル・プランと続く戦後再編実践

の一連の流れの「起点」をなすものであったと

いう評価が一般的であることは，周知の通りで

ある九 しかしながら，戦後の「国際協力」の

枠組みを組織化しようという，いわゆる「再編

実践」の歴史的意義については，あまり関心が

払われてこなかったのが実情である。そのた

め，英米金融協定についての歴史的評価は未だ，

定まっていないのが現状であろう。これは，英

米金融協定が「多角主義」の原理ーからの逸脱で

あるとするR.N. ガードナーに代表される修

正論と，逆にこの原理に近づくための実際的

方式とみなされるべきであるとするハッシュ

3) Alec Cairncross， Years 01 Recovery， London， 
1985， pp. 88-120; Sir Richard Clark， Anglo-
American Economic Collaboration， Oxford， 
1982， pp. 49-65 ;原田三郎『イギリス資本主義の
研究』日本評論社， 1949年， 163-200頁。
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(Fred Hirsch)， ドイノレ (MichaelW. Doyle) 

らにみられる正反対の見解が唱えられてきてい

ることカミらも明らかであろう心。

では，ガードナーの言うように，果たして英

米金融協定は「多角主義」の放棄なのであろう

か。もしくは， r多角主義」の抑制なのであろ
うか。換言すれば，ブレトン・ウッズで敗北し

た「キー・カレンシー・アプローチ」が金融協

定一→マーシャル・プランという流れにおいて

追求されたのは r双務主義」の修正ではない
のだろうか。私見によれば， 英米金融協定が

「多角主義」と「双務主義」との聞のどの点に

「最適解」を見出したのかという問題に接近す

るためには，何よりもまず，金融協定成立の論

理を「戦後再編構想」とその実践方式との「ギ

ャップ」という歴史的文脈のなかにおいて分析

することが肝要である。この点で注目すべき

は，戦後国際経済関係の再編成の「原点」をど

こに求めるべきかという問題が再び問われてき

ている，ということである。そして，その際，英

米の「特別の関係」を色濃く体現している英米

の「国際協調」を強調する論理が急浮上してき

ていることであるむ。 しかし問題の核心は依

4) R. N. Gardner， ot. cit. ， pp. 223， 304，邦訳(下)，
398， 506頁。 RobertGilpin， U. S. POωer and 
the Multinational Corρoration， New York， 
1973， p. 106.山崎清訳『多国籍企業没落論』ダイ
ヤモンド社， 1977年， 101頁。 FredHir百 h，
Michael W. Doyle and Edward L. Morse， 
Alternatives to Monetary Disorder， New 
York， 1977， pp. 30-31.田村正勝訳『国際通貨体
制の再編』日本ブリタニカ.1980年， 53-54頁。
5) Alan P. Dobson， The Politics 01 the Anglo-
American Economic Sρecial Relationshiρ， 
New York， 1988， pp. 20-59; W. M. Roger Louis 
and Hedley Bull， (ed.)， The “Sρecial Re lat. 
ionshiρヘOxford，1986. ここで， あらかじめ「
国際協力J(lnternational Cooperation)と「国
際協調J(International Collaboration)とを定
義しておこう。われわれは， i国際協力」は「自
由・無差別・多角主義」という世界の共通の利益

を積極的に増進させるために国際経済関係をグロ

ーノミルに組j織化するというように， したがってま

た，独自の資金，権限をもっ国際機関を発展させる

という積極的方法によって世界経済の制度的枠組

然として，次の点にあることは疑い得ないであ

ろう。すなわち，英米の「特別の関係」を大西

洋憲章から英米相互援助協定第7条の締結のな

かに見出すR.N.ガードナーの古典的見解と，

この直接の契機をナチスの「欧州新秩序」に求

める A.ドメールの見解とが，著しい好対照を

なしているという事実評価の問題である。両者

とも戦後再編構想の現実的側面を重視する点に

共通の特徴が見られる。ただし，両者ともに，

みを管理する普遍的概念として用いている。これ

に対して， i国際協調」は各国の政策の利害対立を
調整させるための「政策協調」といういわば消極

的方法によって， 国際経済関係の政策の対立を調

整するというレベルの「相互主義」的な概念とし

て使用している。「国際協調」は誰が調整リスク

を負担するのかという国際システムを管理し，こ

れを指導する「中心国」のリーダーシップ問題と

国際機関の設立問題を全面に押し出すというよう

に 「国際協調」の範囲と程度の点で限界がある

ため全世界的な「国際協力」を必要とするのであ

る。そしてまさにこの点こそ，第二次世界大戦後

の「国際協力」の新しさがあるのである。戦争，

経済ナショナリズムに対立する対概念としての

「国際協力」が各国の政策の「対立」と「協調」を

含む包括的概念であるのは， まさにこのためであ

るといえよう。別言すれば， i国際協調」は政策
調整にかかわるので「対立」を止揚し得ず， した

がってまた，この限界を各国の「共同利益」に擬制

して調和を図るための道を開く新しい手段として

「国際協力」が必要とされたといえよう。モーゲン

ソー財務長官がブレトン・ウッズ会議において，

「国際協力」の発展と「国益」の保護とは対立す

る概念ではないとして，合衆国の「国益」を守る
日住ーの安全措置としてのグローバノレな「国際協

力」の可能性とそれを実行する「国際機関」の必

要性を訴えたのは，英米の「特別の関係」を現す

英米の「国際協調Jを強調すると， i英米共同支
配プラン」とみなされ iキー・カレンシー・ア
プローチ」を志向するような印象を与えるので好

ましくない， と判断したためであったといえる。

しかし，ブレトン・ウッズ機関が「自由・無差別

・多角主義」の「国際協力」による組織化を「裏

付けるもの」として設計されたにもかかわらず，

プレトン・ウッズ協定の修正により合衆国のコン

トロールに従属するようになったこと，すなわち

文字通ユニバーサルなインタレストでは機能しな

くなり， i国際協力」の名でもって米国の「多角
主義」の利益を追求する政策手段として機能する

ことになった点からして， i国際協力」 の限界も
また明らかであろう。



19110. 3 英米金融協定成立の政治経済学 (1) 本間 161(671) 

そのー側面が重視され過ぎるために，双方の歴

史的関連性が抜け落ちてしまっており，その意

味で一面性を免れないのである630

第二次世界大戦後のいわゆる「ブレトン・ウ

γズ体制」の再評価へと収束していく転機とな

ったかかる論争の対立を乗り越え，新たなブレ

トン・ウッズ像を構築する鍵は，私見によれば，

まさにかかる二つの見解の聞に存在していたと

言ってよいであろう。「レント・リース」が英

米の「共通の敵」であるナチス・ドイツに対す

る「防衛の手段」として展開された点に鑑み，

英米の「国際協調」が「欧州新秩序」に対する

「防衛の論理」として歴史の表舞台に登場して

きたことは，疑い得なし川。しかしながら， 1新

秩序」に対抗して連合国の「戦後再編構想」の

構図を提供した大西洋憲章を一瞥すれば，それ

が第4項 (=1多角主義j) と第5項(=経済の

拡張主義をめぐる「国際協調j) の「調整」を

めぐってはげしく争ったことからも明らかなよ

うに，それは英米間の「国際協調」のみならず，

「国際対立」をもその構成要素としていたので

ある。 ヴァルガの言葉を借りて言えば， 1英米

関係は敵対と協調の奇妙な結合」めをその本質

としていたのである。つまり，世界市場の独占

的支配をめぐ、る英米聞の内在的対立を乗り越え

て，これを両国の経済力に応じて再分割するこ

とによって調停する以外には，したがってま

た，外部の「第三者」に対して「国際協調」の

形をとる以外には選択の余地がなかったといえ

よう。「戦後再編構想」の端緒として位置づけ

られる大西洋憲章は， この点に照らして，未だ

6) R. N. Gardner， 0ρ'. cit. ， pp. 40-68，邦訳(上)，
153-193頁。A.V. Dormael， Bretton Woods， 
London， 1978， pp. 5-11. 

7) Alan P. Dobson， US Wartime Aid to Britain， 
New York， 1986; R. S. Sayers， Financial 
Policy 1939-1945， London， 1956; Foreign 
Relations 01 the United States (以下，FRと
略記する)， 1941， Vol.!I， pp. 1~1日12.
8) Eugene Varga丸，“Anglo-AmericanRi討va叫lry"

Foreign Aflairs (以下，FAと略記する)，Vol. 
XXV， 1947， p. 583. 

「完全に国際的なもの」めとは言い難かった。

そこで，英米相互援助協定第7条が締結された

1942年2月23日， 1第7条の措置には精神を同

じくするすべての国が参加することができる」

として，大西洋憲章は世界のすべての諸国に適

用されるべきであるという米国戦後再建計画の

「国際主義」への転換により，相互援助協定第

7条は他の連合諸国と次々に結ばれたのであ

る10)。 このように 1戦後再編構想」のグロー

パル化に伴って， 1対立」と「協調」を調停す

る国際システムとしての「国際協力」という概

念が米国政権内で容認され，登場して来たので

ある 11)。米国側においてこれにいかなる内容と

形態が付与されたのかは，既に検討したところ

である問。ところで， この点とも関係するが，

「戦後再編構想」のグローパル化によって，

先に述べた英米の「敵対」と「協調」は直ちに

調停され解消された訳ではなかった。戦後再建

計画たる「国際協力」の具体化に当たっては，

「戦後再編構想原理」である「多角主義」と

「拡張主義Jの内容と範囲をいかに実践するか
をめぐってことごとく対立したのである。した

がって，戦後再編過程の歴史的意義を解明し，

戦後再編の「段階規定」を与えるためには，何

よりもまず，再編原理とその実践方式との聞の

「ずれj，すなわち「国際対立」と「国際協調」

という視点が必要不可欠となるのである。事

実，戦後過渡期の「国際協力」の形態を規定し

たのは「多角主義」と「双務主義」の対立と協

調であった。しかしながら，ガードナーやドメ

9) Roy F. Harrod， The lile 01 John Maynard 
Keynes， London， 1951， pp. 553-554.塩野谷九十
九訳『ケインズ伝(下)Jl東洋経済新報社， 1967 
年， 611-612頁。
10) S. Shepard Jones and Denys P. Myers， (ed.)， 
Documents on American Foreign Relations， 
Vol. IV， 1941-1942， Boston， 1942， p.61. 
11) Dean Acheson， Present at the Creation， New 
York， 1969，p. 32.吉沢清次郎訳『アチソン回顧
録(上)Jl恒文社， 1979年， 54真。
12)拙稿「世界銀行の起源についてJ11経済学研究』
(北海道大学)第25巻第3号， 1985年。
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ールに代表される「ブレトン・ウッズ体制」の

研究の多くは， 1多角主義」と「双務主義」の

いずれか一方のみを取り上げて戦後再編実践の

特質とする傾向が強かった。これは， これまで

の研究が「多角主義」と「双務主義」の対立と

協調を「戦後再編構想原理」の形成過程におけ

る派生現象にすぎなかったとみていることと軌

をーにしている 13)。しかしながら，それらの対

立と協調はむしろ再編構想の形成と実践過程の

本質的部分であったのである。

戦後「ブレトン・ウッズ体制」の基本的特質

は，ブレトン・ウ γズ協定にみられるようなグ

ローバルな「国際協力」と英米金融協定に代表

される双務的な「国際協調」との不調和な「混

合」によりブレトン・ウッズの成功が保障され

た点にあった。換言すれば， 1多角主義」と「双

務主義」は「ブレトン・ウッズ体制」の一般体

系となり，戦後国際経済関係再編成の構成部分

となり，米国の対外経済政策活動の連鎖の一環

に転化したのである。「ブレトン・ウッズ体制」

はそもそも当初から，戦後過渡期に「多角主義」

と「双務主義」が同時・平行的に追求される以

外には確立し得ないという宿命を負わされてい

た， といえよう。

そして，この点の解明はまた，とりも直さず，

ブレトン・ウッズ協定批准時に残された未解決

の問題，すなわち戦後復興のための「拡張主義」

をブレトン・ウッズの外から加えることはない

というトルーマン政権の対外政策問題が，英米

金融協定問題として再び「国際協力」の名でも

って何故¥，、かにして登場してきたのかをも明

らかにするであろう。ブレトン・ウッズで否定

されたケインズ流の「拡張主義」については，

13)島崎久弥「プレトン・ウッズ体制成立史前史の予
備的考察J[f'経済系Jl (関東学院大学)第123集.
1980年， 44頁。過渡期の「国際協力」によっても，
「多角主義」、は完全に「双務主義」に取って代わ
ることができず， r多角主義」と 「双務主義」と
が併存することになったために， 各国の政策の対
立と協調が「戦後再編原理」の実践方式の根本問
題となったのである。

前稿でみたように，英米において共に激しい非

難を浴びせられたのであった。英国では対英ロ

ーンは「拡張主義の名で拡張主義を禁止してい

るj1めもの， したがってまた， 1国際協力」を期

待させて帝国特恵制の廃止に署名させようとい

う企てとみなされた。つまり，スターリング・

ブロッグを解体するという「多角主義」の見返

りとしての「拡張主義」の程度と範囲が十分で

はないというのが，金融協定批判の核心部分で

あったのである。一方米国でも，英米金融協定

は重大な危険にさらされた。戦後の不況が予想

されるなかで，ブレトン・ウッズとは別に英国へ

の援助について賛成を求めるには，新たにロー

ンの必要性を証拠だてるものを明示しなくては

ならなかったからであった。対英ローンをケイ

ンズ的「拡張主義」そのものとして提唱すると，

へンリー・ウォーレス (HenryA. Wal1ace) 

の戦後再編構想と同じになってしまい，前稿で

みたような「世界的呼び水計画」と同一視され

ることになるのは必至であった。ハロッドが

11945年9月には合衆国の内閣は，たとえわず

かにせよイギリスに援助を与えるとL、う計画は

おそらくきわめて実行困難で、あろうj15)と述べ

たのは，このためであった。それゆえ，ケイン

ズの名前と離れ難く結び付いている英米金融協

定を米議会で承認させるためには，金融協定は

「ケインズ主義」とは全く別物であること，す

なわち「反ケインズ主義j，1反社会主義j，1反

共主義j，1反ソ主義」を立証することが必要不

可欠となったのである。

この点を，前稿で検討したブレトン・ウッズ

協定の修正・批准の論理との関連であらかじめ

言及すれば，ブレトン・ウッズ協定の修正によ

り「ブレトン・ウッズ・アプローチ」と「キー・

14) The Economist， Vol. CXLIX， December 15， 
1945， p. 850. 
15) R. F. Harrod， 0ρ'. cit. ， p. 598，邦訳(下)， 657頁。
米国において，対英ローンがケインズによって推
し進められ，成就されたとみなされた点について
は，Congressional Record (以下，CRと略記
する)， Vol. 91， 1986， A. 24を参照されたし、。
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カレンシー・アプローチ」は混合され，内的に

統」されたのであるが，戦後過渡期の「双務主

義」の展開はブレトン・ウッズ協定の修正・批

准をはるかに超えるものであった。それゆえ，

ブレトン・ウッズ協定のなかに融和させられた

「ブレトン・ウヅズ・アプローチ」と「キー・

カレンシー・アプローチ」を分離して， 再び

「キー・カレンシー・アプローチ」を新たに導

入する必要に迫られることになったのである。

「ブレトン・ウッズ・アプローチ」と「キー・

カレンシー・アプローチ」追求の同時存在とい

う事態が，すなわちこれである。しかしながら，

「キー・カレンシー・アプローチ」には「双務

主義」に固有の限界があることもまた，周知の

通りで、あった。その上，金融協定の場合には，

ブレトン・ウッズ協定の批准と異なり， rキー・
カレンシー・アプローチ」の必要性をブレトン・

ウッズ協定批准の論理と同じ基盤に立って説得

しなければならなかったことが，その特異な点

であった。これが英米金融協定批准論争の問題

の条件であったのである。金融協定の批准はか

かる難問に対する歴史上からする回答に他なら

なかった。しかし金融協定成立の論理は過渡

期特有の歴史性を画される以上， r双務主義」の
限界を克服すると同時に， rブレトン・ウッズ・
7プローチ」の欠点であった「統制経済」を防

ぎ，これを「多角主義」の利益の下に総括する

ことにより， したがってまた，ブレトン・ウッ

ズの「統制経済」を「統制」を意味する「双務

主義」でもって逆説的に防ぐ、とL、う論理が英米

の「共通分母」として要請されることになった

こともまた，事実である O けだし， r双務主義」
が自己を正当化するためには， r反統制J，r反
社会主義J，r反共主義」であることを自ら示さ
なければならなくなるのが論理必然であるから

である。そしで， rブレトン・ウヅズ・アプロー
チ」と「キー・カレンシー・アプローチ」の併

存が「限られた多角主義」として自らを貫徹す

ることになる訳であるけれども，これが「再編

原理」の適用方式の「修正」を意味したことは

明らかであろう。

このような視点からみたとき，英米金融協定

の承認の「正当性」として与えられた「反ソ・

反共主義」は重大な意味をもってくる。「赤の

脅威」を名目として，後述するへンリー・ウォ

ーレスの「英米同盟論」批判の攻撃に乗り出す

ことによって， トルーマン政権の対ソ・ローン

拒否にもとづく「反ソ強硬政策」を正当化しつ

つ，それに必要な議会の超党派外交政策を形成

することになったからである 16)。

16)安藤次男「戦後アメリカの対外政策とへンリー・
A.ウォーレスの外交論JW立命館法学111976年
3号。ところで， ロシアの侵略に対抗する「とり

で」としてイギリスを支えるといういわゆる「反
共とりで論」がレント・リースの論理のアナロジ
ーに他ならなかった点については， RC. 1946， 
pp. 8830-8332を参照されたい。また， 対英ロー

ンの経済的理由として唱えられた「自由・無差別
・多角主義Jの拡張という論理がロシアにも適用
可能であることはいうまでもあるまい。このため
対英ローンを承認するのは，他方対ソ借款を拒否
する場合には，何故対ソ・ローンを拒否するのか

の理由が必要となったので‘ある。この流れのなか

で，双方の行動を正当化するために「共産主義の

脅威」が登場してきたことは，周知の通りであ

る。英米金融協定批准論争が「反共」の名の下で
「総合」されたことによって， 金融協定が正当化
され，普遍・妥当性を与えられたといえよう。こ
の点で油井氏の金融協定に関する解釈の最大の問

題は，米国の貿易自由化体制構築の努力が何故こ

の時期に反共十字軍的なイデオロギーにより支

えられなければ， 自己を貫徹し得なかったのかと
いうことを十分に説き得ていない点にある。後

知恵でもって「反共の論理」を金融協定批准論争
に投射している点で，冷戦神話の陥穿に陥ってい

るといえよう。「反共イデオロギー」による金融
協定の成立論は， いわば危機のなかで金融協定が

成立したという事実しか指摘し得ていない。むし
ろ，金融協定批准論争の最大の危機はブレトン・

ウッズの「多角主義」とブレトン・ウッズで否定
された「キー・カレンシー・アプローチ」にもと

づく「双務主義」とを調和的に展開しうる論理を
いかに見出すかにあったので、ある。その際の問

題の条件は，何故ローンという「拡張主義」がブ
レトン・ウッズの外に必要なのか， また何故ロシ

アではなくイギリスに供与されねばならないの
か，とし、う点にあった。そして，このこつを同時に

満たすことの出来る回答として，したがってまた

「双務主義」に内在する固有の限界を克服すると
同時に， ブレトン・ウッズ協定とも抵触しないこ
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ケインズ主義を受け入れることによって構想

された戦後再建計画たるブレトン・ウッズと英

米金融協定は， (1) r世界共産主義を引き起こ
す計画j，(2)へンリー・ウォーレスの rPax-

Democraticaプログラムj，(3) r世界的公共事
業プログラム」とみなされる危険があった。 ζ

れは，共和党内の孤立主義派が「反ニュー・デ

ィールj，r反ケインズ主義」の立場から，ブレ
トン・ウッズ協定の指導理念は「ケインズその

ものj17)であり，英国とケインズの野望を反映

していると強硬に批判していたことと軌をーに

している。「ケインズ・プラン」とみなされた英

米金融協定の議会による承認を得るためには，

「ケインズ主義」の名前を避けるばかりでな

く rケインズ主義」のあらゆる痕跡を根絶す
ること，すなわち， r反ケインズ主義j=r反共
主義」の旗の下で正当化を図る外なかったので

ある。これは，ケインズと同様， r拡張主義」が
アメリカの議員の聞では相変わらず「嫌な言

葉」聞であったことからも明白である。要する

に，金融協定批准論争の核心は，ケインズを口

にすることは議会の保守派の敵意をかきたてる

ことになるので，ケインズの名に訴えることな

しに， rケインズ主義」をいかに肯定するかに
あったのである。

との証として，r反双務主義j，r反ケインズ主義j，
「反共主義j，r反ソ主義」が同一視され， r反共
封じ込め」論として総括されることになったので

ある。英米金融協定成立の論理は戦後再編構想原
理と再編実践の「ギャップj，過渡期の「国際協

力」の形態を検討することによって明らかになる
であろう。油井氏が「多角主義」と「双務主義j，
「ブレトン・ウッズ・アプローチ」と「キー・カ
レンシー・アプローチ」の混合・併存の論理的，

実践的必然性を説き得なかったのは，r結果」から
逆算して，金融協定の正当性を「反共主義」に求
めた当然の結果といえよう。
17) Co悦 mercialand Financial Chronicles (以下，
CFCと略記する).Vol. 159， MilY 4， 1944， pp. 
1817-1818; CR， Vol. 91， 1946， A. 733. 
18) John Morton Blum， From the Morgenthau 
D官・aries，Years 01 War， 1941-1945， Boston， 
1967， p. 273. 

I 英米金融協定と過渡期の「国際協力」

英米金融協定は，過渡期における特有の二律

背反的問題に対する歴史上からする一つの回答

に他ならなかった。協定の根底には次のような

問題が潜んでいたのである。すなわち，一方で

は米国が「自由・無差別・多角主義」ベースで

世界市場への公平なアクセスを確保すべく戦時

の貿易統制の即時撤廃を求めたのに，他方では

イギリスが国際収支難のゆえに，かかる統制を

持続しなければならない， という事実である。

かくして，ケインズによれば，イギリスには二

つの代替策が有効であった。イギリスがスター

リング地域の外から何らかの援助を得て戦時統

制を廃止するか，または援助なしにかかる統制

を維持・拡大するかの二者択一，すなわちこれ

である 19)。

いうまでもなく，英米金融協定は，ブレトン・

ウッズ協定のなかの「双務主義アプローチ」の

流れを汲むものであり，双方の国に有利な仕方

でかかる課題に対処したものであった。それゆ

え，英米金融協定の意義は， r相互主義j，別言
すれば「両面通路」にあったといえよう。すな

わち，一方合衆国は，イギリスが平時経済に再

転換することができるよう助力するために対英

援助を行うのに，他方イギリスは，世界貿易を

「差別主義」から解放するために合衆国の対外

経済政策を支持することに合意するということ

である。そして， これはまた， 大西洋憲章の

第4項 (=r多角主義j) と5項(=拡張主義的
「国際協調j)の目的と完全に一致する， と考え

19)英国では，金融援助がなければ金融協定への完全

な支持を与えることができないのに，他方米国で
は， イギリスによる金融協定への支持の証なしに

はローンを進んで供与しえないとみなされたの
はs このためであった (CR，1946， p. 8499)。な
お， Chilrles. S. Milier，“The Two Postwilr 
Eril ilnd the Condition for Stilbility in Tw. 
entieth-Century Western Europe"， American 
History Review， Vol. 86， No. 2， April， 1981， pp. 
349-350も参照されたい。
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のである向。

若とすれば，見去にわれわれが切らかにしたよう

じ，大空室洋憲章の第4項と第5婆の原理上の対

立をそのまま英米金高生協定のなかに持ち込むこ

とになったのは，極めて当然といえよう。そこ

で，ヌド掌は英米金融協の意義を「多角主義j

と鉱護主義的「関際協欝jの原理上の対立の現

れとして，したがってまた，ブレトン eウヅズ

の「多角主義Jを補完する f双務主義Jの突賎

という読点から明らかにしよう。その擦，

金融協定は fキー・カレンシー・アプ戸-'f-J 

にじ!il有の穣界をいかに克服して承認されたので

あろうか21)。

角主義Jと f撞欝協調Jの自然議和がも

たらされるような過渡期の f盤醸協力」の枠組

みを組織化することは果たして可艇であろう

か。そして， この努力は[多角主義j と f双務

の対立と議認となって現れる訳である

が，ではこれは英米金融協主主成立の論理におい

ていかに貫徹されていったのであろうか。この

点の検討はとくに重姿である。というのは，ブ

レトン・ウッズにおいて高らかに鱗われた

際協力jが，いかに容認され，したがってまた，

いかなる形態と内容を付与されかっ現実的に適

用されていったのかな陪持に解明できる， と思

われるからである。 f罷欝協力Jの枠組みな組

織化しようという歴史的課題は3 前橋で検

したようにF ブレトン・ウザズにおいて著し

い発淡なみたのであった。しかし， r関捺協力j

20) CR， 1946， p.887ゑ
s宅認の爽践であるとみなされた点については，
The Economist. December 8， 1945， pp. 820仇 821
弘他方米国において肉第4~買を袋行に移す絞殺j
の措置とみなされた点、については，CR， 1946， A. 
3174をみられたい。
21)しかし，これは問時に， ブレトン・ウッズ協定だ
けマiiユニパーサノレな密際遇策協定が機能し得な
いという批判への窃答で‘もあった (The.Eco搾0・
mist. July 21， 1946， pp. 75-76)0 rキー・カレン
ジー・アプ界一チ」の意義と限界については，総
務 Fプレトン・ウッズ協定の批准と過渡期の f鼠
際協力JJW経済学研究JI(北海道大学)第39巻務
2号.1989隼 16B-174l証役ゑ様。

ι は過渡期においては，英米金融協定一咋マーシ

ヤノレ・プランによる西欧の「多角主義jの段暗

的篠立にみられるように， r多角主義アブ口ー
チj と f双務主義アプローチjの樹二存により

歩一歩発展するしかなかったこと合協ら示した

のである。これが意味していることは，次ぎの

ことである o r閤際協力」は，各国の「政策襲
撃jの上に築かれるとL寸不安定さと緊銭関係

を苧んでいるために世界情勢の変化は各閣の

力関保を再調整すべく新たな f爵際協力」

るということ， すなわちこれである o

出・無差別・多角主義jを管耀しかっ組織化す

るために要請される「国際協力jが固ま苦的なも

のではなく，むしろ一時的かつ流動的な形態を

らざるを得ないのは，まさにこ ヵ:

あるといえよう空吉元

要するに， r欝操協力」の鴻渡期的形
態は f多角主義jと f双務主綾Jの「併容Jが

宿命づけられていたということができょう。

1) 戦後再編実践の怒点

一一英米鋪鵬首さの歴史的意義と交渉

戦後枇界経済の得議成過程において英米金

融協定が一つの「爵期Jをなすことは，いうまで

もあるまい。それは. r国際言語力j による「爵
治・無差別・多角主義jの費践を組織北するに

欝して¥，、かなる程度と範聞の f拡議主義」を

世界市場?と加えるべきかという過渡期特有の問

題を突き付けたからである。したがって，ぞれは

"iた，戦後再編構想、盟理である「多角主義jと

「悶際協力jの適用方式の「修正jに対して

きなインパグトをど与えずにはおかなかった。す

なわち，英米金数協定は，一方で、は英米の F特

別の関係jが戦後再編実践における「基軸J'iど

ことを示すとともに他方"では戦時の米ソ

22) r国際協力jの発展がいかに飼葉重であるかについ
ては， J. W. Beyen， Money ina Maestrom， 
New York， 1949， p，p. 1-8， 208-219を議長黙された
L 、。
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協調政策から反ソ政策への転換に連なる決定的

な契機をなすものであった。つまり，英米の

「国際協調主義」の急浮上である向。

第二次大戦が終局を迎えた1945年夏に，英米

の「特別の関係」は「新しい段階」叫 Uこ入った。

7月5日のイギリス労働党の大勝利と，それに

続く 8月21日， レント・リース法の突然の適用

停止発表によって，ブレトン・ウッズ協定の批

准に暗雲が立ち込めたからである。その上，戦

後国際経済関係の「双務主義」的展開は，再編

実践においてますます「自由・無差別・多角主

義」を裏切り，事実上「ブレトン・ウッズ・ア

プローチ」に「修正」を迫ったのである。この

ような双務的通貨・貿易協定網の拡大は， 日本

降伏後という第二次世界大戦のいわゆる「第三

段階」に戦後過渡期の困難が増大するという西

欧経済の構造的危機に起因する必然的結果であ

った問。各国の「双務主義アプローチ」の追求

は，イギリスをも含む西欧すべての国の過渡期

に対する唯一の回答に他ならなかった。ハロッ

23) Thomas G. Paterson，“The Abortive Ame-
rican Loan to Russia and the Origins of the 
Cold War， 1943-1946"， The Journal 01 Ame-
rican History， Vo1. 46， No. 1， June 1979， pp. 
70-92; Ditto， Soviet-American Conlrontation， 
Baltimore， 1973， pp. 147-173; Leon Marter， 
Lend-Lease， Loans， and the Coming 01 the 
Cold War， Colorado， 1979， pp. 169-221; George 
C. Herring， Jr.， Aid to Russia， 1941-1946， 
New York， 1973， pp. 238-275.なおs 冷戦起源
論について逸することのできない邦語文献として
は永井陽之助『冷戦の起源』中央公論社， 1978 
年，第1章がある。なお， この点に一言しておけ
ば，これら一連の動きは「キー・カレンシー・ア
プローチ」の限界により論理的にも実際的にも規
定されているというのが，われわれの基本的立場
である。
24) The Economist， February 3， 1945， p. 148. 
25) Judd Polk and Gardn巴rPatterson，“The 
Emerging Pattern of Bi1ateralismsヘQuar-
terly Journal 01 Economics， November 1947， 
pp. 118-142. John H. Ferguson， The Anglo-
American Financial Agreement and our For-
eign Economic Policy， the Yale law Journal， 
Vo1. 55， 1946， p. 1149. 

ドによれば， 1双務主義」出経済を「権力政治

のしもベ」にする傾向があるので， 1双務主義」

の固定化は「統制経済J，1全体主義」に発展す

るという危険性が，金融協定交渉の最大の不安

定さを与えたという 2九それゆえ， 1双務主義」

が直ちに阻止されないかぎり， 1自由・無差別・

多角主義」にもとづく世界貿易体制の再建のた

めの遠大な「国際協力」計画は，その達成が危

ぶまれたのであった。

このように， ブレトン・ウッズ計画にみられ

る戦後のユニバーサルな構想と戦後過渡期にお

ける各国のバイラテラルな再編実践との「ギャ

ップ」は， レント・リース法の停止によってい

みじくも浮き彫りにされたのである2九「かつ

てワシントンにおいて両国間で、合意をみた種々

の原則や計画」町に矛盾する，したがってまた，

「犠牲の平等」の原則に反すると思われる米国

の措置によって戦後再編計画がいかにして不安

定なものにならざるを得なかったのか，そして

かかる不安定な英米の「国際協調」関係を調和

させるよう企てられた英米金融協定の交渉がし、

かなる論理と形態をもって締結されかつ批准さ

れたのであろうか。まず， この点が問われなけ

ればなるまし、。

26) R. F. Harrod，。ρ.cit.， p. 594，邦訳(下)， 653頁。
米国において「差別主義」が「シャハト体制J，i全
体主義」に連なるといういわゆる「双務主義」の
「害悪」についての明白な考えが持たれていたこ
とt土， u. S. Senate， Banking and Currency 
Committ巴e，Anglo-American Financial Agre司
ements， Hearings on S. ]. Res. 138 (以下，
Senate H earingsと略記する)， 79th Cong.， 
2d sess.， March 5-20， 1946， pp. 26-27， 174-175 
を参照されたい。また，モーゲンソー長官が対英
援助のなかに英国と西欧における「双務主義」の
「害悪」である「社会主義」の流れを阻止して，
自由企業制度を確立する手段を見出したのは，
このためであったといえよう (The Economist， 
September 22，1945， p. 414， December 22， 1945， 
p.914)。
27)R. N. Gardner， 0ρ cit. ， pp. 188-207，邦訳(下)，
355-380頁。
28) W. K. Hancock and M. M. Gowing， British 
War Economy， London， 1949， p. 533. 
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i，23 金融協定の経稔~
毛米政権， とくに国務省は IMFに満足してい

なかった口というのは，ブレトン・ウッズ協定

がイギリスに金本位制からの逸脱と放免を許し

ていたからであった。 IMF協定は，少なくと

も5年間，現行の取引について統制を維持する

ことをイギリスに許していた。それゆえ，国務

省にとっては戦時統制の除去における長期の遅

延は，文字通り「多角主義」にもとづく世界経

済の創造と合衆国の輸出剰余の保証にとって破

滅的な影響を及ぼすものに他ならなかったE九

そこで，合衆国の対外政策の目的は二つの面

をもつことになった。第ーは，米国が英国に採

るように望んだ「自由・無差別・多角主義」の

政策と構造であった。第二は， r自由・無差別・
多角主義」を建設するに当たってのイギリスの

積極的な役割の重要性である。その要素は，ポ

ンド・スターリングによってなされるべき貢献

である。ドルが戦後には世界的に「稀少」であ

ることは，明らかであった。これは，ドルが「国

際通貨」としてヨーロッパ内の，またはヨーロッ

パとスターリング地域との聞の貿易にほとんど

使用されないことを意味した。しかし，もしス

ターリングが交換可能になり， ロンドンが世界

の金融センターとしての地位に復帰する場合に

は， ドノレは市場を通じてかかる貿易に金融され

ることになるだろう。そしてこれは， ヨーロッ

パ経済から貿易・為替管理制度を取り除くため

には，何よりもまずポンド・スターリングの交

換性回復が必要であるという認識に導いた制。

29) Fred L. Block， the Origins 01 International 
Economic Disorder， London， 1977， pp. 56-57. 
なお，金融協定交渉の経緯については， R. N. 
Gardner， o.ρ. cit. ，pp. 188-207，邦訳(下)， 355-
380.頁。R.F. Harrod，。ρ'.cit.， pp. 586-623，邦
訳(下)， 645-683頁を参照されたい。
30) FR， VI， 1945， pp. 120-121; Fred L. Block，。ρ.
cit.， p. 58.イギリスにおいて， 交換性回復が対英
クレジットの見返りに英国がなすことに問意した
ものの核心であるとみなされた点については，差
し当たり， Judd Polk， Sterling: Its Meaning 
in World Finance， New York， 1956， p. 55を参
照されたい。

すなわち，通貨の自由な交換がなければ，英米

の貿易はそのおのおのが「経済上の万里の長

城」の内に封じ込められ，凍結されるだろうと

いう見方であつた8刊1り〉

みられるように，イギリスは合衆国と残余の

世界を結ぶ「一種の橋」とみなされたのである。

しかし，ここで，米国はイギリスのポンド・ス

ターリングを媒介にしてしか世界市場を開放

し， もってドルの「国際化」を果たすことがで

きないという固有のディレンマを抱えることに

なった。すなわち，一方において，もしイギリ

スが余りにも強くなり，多額の通貨準備をもつ

ことになるならば，イギリスをアメリカに従属

させることは困難となるであろう。他方におい

て，もしイギリスが余りにも弱く，支払いポジ

ションが澗渇するならば，イギリスはヨーロ

ッパの貿易と為替管理を除去する「自由・無差

別・多角主義」にほとんど貢献しえないで、あろ

う8220 ここで米国が選択したコースは「中間の

道」であった。イギリスを弱く維持してアメリ

カに従属させるけれども，イギリスを余りにも

弱く維持しないという策略，すなわちこれであ

る。

ブレトン・ウッズの外から対英ローンを供与

する諸条件についての論争は，かかる企ての巧

妙さを反映していたのである。

① 過渡期の援助問題

財務省のホワイトは，ブレトン・ウッズ協定

の批准に際して， IMFとIBRDはイギリスに

対する過渡期の援助を不要にするだろうと強調

していた向。しかし既にみたように，過渡期

の援助手段としての世銀のかつての野心的な範

囲と機能はプレトン・ウッズ以前に縮小してい

たのである。そして，何よりもまず，ブレト

ン・ウッズ機構は未だ作用していなかったので

ある。

31) CFC， 163， February 14， 1946， p. 866. 
32) FR， 1945， VI， p. 54. 
33) Harry Dexter White，“The Monetary Fund"， 
FA， 23， January 1945， p. 203. 
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、そこで， .イギリス側は， ブレトン・ウッズを

受け入れることを条件として，戦後過渡期の英

米の「国際協調」関係を維持すべく，過渡期の

新しい援助手段を交渉することにしたのであ

る。こうして， ワシントン会議が1945年 9月13

日に開始されることになった。このワシントン

会議において，ケインズとグレイトン(Wi11iam
L. Clayton) 国務次官が中心的役割を果たし

たことは，周知の通りである。

トノレーマン政権下，対外経済政策の主導権を

握った国務省、が，もともとの戦略である「キー・

カレンシー・アプローチ」にもとづいて，合衆

国の「多角主義」計画へのイギリス側の協力を

得るために，金融上のレパレッジとしてローン

を供与するという戦術，一言でいえば「双務的

多角主義」アプローチを採ることにしたのは，

いわば当然であった。グレイトンによれば，英

国の金融問題は「自由・無差別・多角主義」へ

の急速な前進に対する最大の障害であった。そ

れゆえ，過渡期と平時の橋渡しをするために

必要な金融援助を英国に与え， もって合衆国の

「国際経済協力プログラム」の究極の成功に対

する脅威を封じることこそが最重要課題である

とみなされたのである8430

一方，ケインズは，イギリスの将来のコース

選択の問題は米国の世界経済において果たすべ

き役割に依存すると考えた。ケインズがローン

交渉の戦略として， したがってまた，アメリカ

の寛大さを確保するための「てこ」として「双

務主義」を継続するという脅威を使ったのはま

さにこのためであった。それゆえ彼は，援助が

なければ，イギリスは戦時コントロールを維持

し， r双務主義Jにもとづく通貨貿易関係，す
なわち「スターリング地域」ブロックを発展，

恒常化せねばならないが，逆に50億ドル程度の

援助によってブレトン・ウッズの枠内で英国の

国際収支問題が解決され， r自由・無差別・多

34) FR， 1945， VI， pp. 54-56; Fredick J. Dobney， 
(ed.)， Selected Pa.ρers 01 Will Clayton， 
Baltimore， 1971， p.147. 

角主義」が世界的規模で実現しうる" と強調込

たので、ある 35)。

要するに，アメリカ側は， 自由主義的な貿易

制度への即時の前進を戦時の貿易障壁の低減の

観点からのみ考える傾向が強かったので，最小

限の「双務主義」的な復興援助で，いかに最大

限の「多角主義」の利益を勝ち取るかというこ

とに腐心したのである。これに反して，イギリ

ス側は，封鎖ポンド残高の解決が「自由・無差

別・多角主義」の受け入れの前提条件とみなし

ていたので，アメリカの援助を戦時の「犠牲の

平等の問題」という観点から考える傾向が強か

った。それゆえ，過渡期の「双務主義」的な国

際経済関係がブレトン・ウヅズに取って替わら

れるまでは r全世界とまではいかない」アプ
ローチを当然の解決策とみなしたのである。

では，かかる両国の対立は，英米金融協定に

いかに反映しIt、かなる点で妥協したので、あろ

うか。

② 協定の内容町

(1) 米国の援助の性格について

ケインズは無償援助を希望したけれども，米

国側はそれでは米国民が納得しないだろうと強

硬に反対した。そこで，ケインズは代替策とし

て無利子の援助を主張したが，今度も資金調達

コストに相当する金利を付けないと議会の承認

は得られないとして拒否された。結局，ケイン

ズとピンソン (FredM. Vinson)財務長官は，

当時のワシントン輸出入銀行の借款利子である

3%より優遇された形の年利2%(5年間据え

35) Donald Moggridge， (ed. )， The Collected Wri-
tings 01 John Maynard Keynes (以下，JMK 
と略記する)， Vo1. XXIV， 1980， p. 278; The 
Economist， August 4， 1945， pp. 151-152 ;Fred 
L. B1ock，。ρ.cit. ， pp. 55-56; David Rees， H arry 
Dexter White: A Study in Paradox， New 
York， 1973， pp. .361-364. 
36)以下，英米金融協定の内容については，CR，1946，
A. 1060-1064; FR， 1945， VI， pp. 122-204; R. N. 
Gardner，o，ρ. cit. ， p. 188-223，邦訳〈下)， 355-401 
頁。 ThomasG. Pa terson，。ρ.cit.， pp. 122-164 
を参照されたい。
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置きで実質1.62%)，その上，場合によっては

利払いの免除もありうるとして妥協した刊。

(2) 援助の金額について

イギリス側は60億ドルの援助を要求したが，

他方アメリカ側は1946年から1948年までの国際

収支赤字額を33億ドルと推定した。そのため，

ピンソンは35億ドル， グレイトンは40億ドルを

それぞれ提案した。そして最終的には， トノレー

マン大統領が議会に承認される額とじて， ピン

ソンとグレイトンの「差額を二分」して37億5

千万ド、ルに決めたことによって，英米聞には

「一つの妥協」が成立した問。

(3) 英国の通商政策について

グレイトンは，国務省の通商政策の目標であ

る「自由・無差別・多角主義」を実現するため

に， ド、ノレ・プーノレ制の廃止，差別制度の撤廃な

ど多角的貿易制度を促すための言質を金融協定

の目的のなかに織り込んだ。

仏) ポンドの交換性について

国務省はローズベルト大統領の死後，アメリ

カの対外経済政策の主導権を握ったけれども，

「貿易障壁の低減は秩序ある為替レイトと為替

取引の自由が確保されるまではなし得ない」と

いう財務省の考えを受け入れていた。それゆ

え，ブレトン・ウヅズ協定の5年間の過渡期条

項は「多角主義」の実現にとって破滅的なもの

とみなされた。国務省が金融協定発効一年以内

にポンド・スターリングの交換性回復を約束さ

せることによって， Iドルの国際化」の早期実

現を図ったのは，まさにこのためであった。ま

た， この点とも関連するところではあるが，累

積ポンド残高についてはポンドの交換性回復に

占める重要性に照らして，かつまた英米の政治

的妥協の産物として， I場合」と 「状況」に応

じて三段階に区分された。

みられるように米国は純経済的見地からみ

3のFR，1945， VI， p. 163; Fred L. B1ock，。ρ.cit. ，p 
65. 
38) Hugh Dalton，High Tide andAfter， London， 
1962， p. 81 ; FR， 1945， VI， p. 101 ; R. N. Gardner， 
oρ. cit. ， p. 202，邦訳(下)， 372頁。

てポンド・スターリング地域の即時段階的な解

体を強く望んだ。しかし，ポンド・スターリン

グ地域の全面的弱体化はアメリカの本位ではな

かった。なぜならば Iキー・カレンシー」と

してのポンドに交換性がない場合には，グロー

ベノレな「多角主義」はとうてい望み得なし、から

であった。「キー・カレンシー」 としてのポン

ドとドノレの交換性が回復されれば，たとえ多数

の国が外国貿易や為替に制限措置を採ったと L

ても，世界的に「多角主義」は支障を生じない

であろうという認識であった。米国が戦後過渡

期に， ドノレ・ポンドの交換性回復に第一義的課

題を置いたのは，まさにこのためで、あった。

3) 金融協定とブレトン・ウッズ体制

交換性回復と貿易の自由化は，ある程度二者

択一的でありかつまた対抗関係にあるとさえみ

なされていた問。したがって，米国が過渡期に

あえて貿易の自由化をある程度犠牲にしてまで

も，ポンドの交換性回復を最優先的に実現しよ

うとしたのは，それなりの理由があったとしな

ければなるまい。結論から先に言えば，それは

過渡期の「国際協力」の課題の二重性に規定さ

れていたといえよう。戦争直後に，いかにして

「双務主義」の固定化を最小限に防ぐと同時に，

「多角主義」を最大限に推進していくか，すな

わちこれである。では，このような相反する「動

き」はいかに調停され， I第3のコース」が追求

されることになったのであろうか。

① 戦後再編実践と過渡期の「国際協力」

さて，合衆国は戦後再編構想原理と再編実践

の「ギャップ」をいかに埋めたのであろうか。

それは， I双務主義」を「双務主義アプローチ」

によって防ぎ，もって「多角主義」の枠組みを

「国際協力」により組織化するという，いわゆ

る「ブレトン・ウッズ・アプローチ」と「キー・

カレンシー・アプローチ」の併存， I多角主義」

と「双務主義」の混合，ケインズ流に言えば，

39) Sir Dennis Robertson， Britin in the World 
Economy， London， 1954， pp. 89-90. 



170 (680) 経済学研究 39-4 

「双務的多角主義」の実践に他ならなかった。

また， ガードナーの言葉を借りて言えば， 1ブ

レトン・ウッズを支持する側と反対側は終局的

に同調することになる」とL、う事態がまさにこ

れに当てはまるのである明。ジョン・ H・ウィ

リアムズ(JohnH. Wi1liams) が過渡期には

「ブレトン・ウッズ・アプローチJと「キー・

カレンシー・アプローチ」の両方を必要とする

と述べたのも，この別表現に他ならな¥，，41)。し

たがってまた， かかる事態の解明は 1国際協

力」が過渡期にいかなる形態と論理をもって展

開されたのかという「ブレトン・ウッズ体制」

の根本問題に対する回答ともなるであろう。

では， ブレトン・ウ γズで謡われた「国際協

力」は過渡期にいかなる形態と論理をもって要

請されたのであろうか。まず， この点から検討

していくことにしよう。過渡期にアメリカが

「多角主義」にもとづく通貨・通商体制の確立

を追求したことと，西欧諸国が「双務主義」に

もとづく通貨・通商協定を採用せざるを得なか

ったことの対立的矛盾を，米国は，何よりもま

ず， 1孤立主義」ではなく「国際協力」の方向で
克服しなければならなかった42)。したがって，

「国際協力」は二重の形を採ることになった。

フレトン・ウッズというグローパルな「多角主

義Jの枠組みを組織化するとともに，その枠組

みに実際上の原動力を与える「双務主義」的な

金融協定を締結するために過渡期の「国際協

力」が要請されたのである。要するに，過渡期

の「国際協力」は「多角主義アプローチ」と

「双務主義アプローチ」の混合のあり様に規定

された， といえよう。別言すれば， 1多角主義」

を実現するためには「多角主義アプローチ」が

「双務主義アプローチ」と並んで，またこれと

40) R. N. Gardner， 0ρ. cit. ， p. 197，邦訳(下)， 336 
頁。
41) John H. Wlliams， Post-War Monetary Plans， 
Oxford， 1949， p. 132. 
42) U. K. ParJiament，“Anglo-American Finan-
eial Agreements， House 01 Lord， Ve>l. 138， 
1945， p. 853. 

関連して現実的に展開された， ともいえよう。

しかしながら，この点でとくに注意すべきは，

米国が「双務主義」の世界を取り除くために，

双務協定を申し出るとL、う事態は，まさに「双

務主義」のパラドックスに他ならないという事

実である。この点をあえて言及したのは， 英

米金融協定の合衆国議会における批准の際に，

「双務主義アプローチ」にもとづく対英ローン

賛成論が重大な困難に逢着せざるを得なかった

とし、う事情一一ブレトン・ウッズ協定批准時に

は「キー・カレンシー・アプローチ」は「ブロ

ック」を形成するという理由で敗北したのに，

金融協定批准時には今度は「キー・カレンシー・

アプローチ」にもとづくローンの失敗は「経済

ブロック」を形成し， 1経済戦争」に導くとい

う正反対の論理がジェームズ・ F・パーンズ

(James F. Byrnes)国務長官により使われた

ことーーが留意されねばならない， と考えられ

るからである切。このために，過渡期の「国際協

力」は次ぎのまうな限界を字むことになった。

すなわち，英米関係は，世界貿易の拡大をめぐ

る両国の「利害の対立」を妥協させるために，

43) NeωYork Times (以下，NYTと略記する)，
Apri1 28， 1946， IV， p. 3; Deρartment 01 State 
Bulletin(以下，DSBと略記する)，February 24， 
1946， p. 270.なお，このバーンズの議論の論理的
矛盾は，エメリーによれば，次の点にあった。すな
わち， もし経済ブロックが世界平和の脅威である
ならば， こんにち世界には事実上ロシアとアメリ
カの二大ブロックが存在しているという現実を看
過している。それゆえ，パーンズの議論の論理的
帰結は，世界平和はアメリカ・ブロックの解体を
要求するということである(L.S. Amery， The 
Washington Loan Agreements， London， 1946， 
pp. 152-156)。 また， ヴァンデンパーグ上院議員
がパーンズの議論に反対したのは，対英ローンを
認め，対ソ・ローンを拒否することこそが， まさ
に経済戦争に導くというようにノミーンズの議論と
逆の認識であった。これは， ヴァンデンパーグ上
院議員がこの当時はむしろエメリーのバーンズ批
判に近かったことを示しているが，詳しくはJohn
Morton Blum， (ed.)， The Pr，ice 01 Vision， 
Boston， 1973， p. 526; Arthur H. Vandenberg， 
Jr.， (ed.)， The Private Papers 01 Setnaor 
Vandenberg， London， 1953， p. 231を参照された
L 、。
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外部の「第三者」に共通して対抗する!という「協

調」の形をとり，もって両国の「対立」を協調的

行動により止揚して「多角主義」の枠組みを組

織化するより以外にはないという点において，

常に不安定であるということである。既述した

ように， ヴァノレガが英米関係を「敵対と協調の

奇妙な結合」と特徴づけたのも， この文脈にお

いて理解しなければならない。また， これとの

関連で注意すべきは，戦後「ブレトン・ウッズ

体制」の内部では「多角主義」と「双務主義」の

二つのアプローチが併存し，世界情勢に応じて

その時々にいずれか一方が強調され，かつ追求

されることになったという点である。したがっ

て，ガードナーやドメールらがその一方のアプ

ローチのみを取り上げて，戦後再編実践の特質

とするのは一面たるを免れないであろう。

みられるように， r国際協力」は過渡期におい
ては，グローパルな世界市場の再分割をめぐる

各国の対立関係を経済力に応じた協調関係に編

成することによって実存形態を得たのである。

では，このように各国の対抗関係を内に苧んだ

まま協調関係を維持するには¥，、かなる「合理

的基準」が必要とされたので、あろうか。ブルジ

ョア的国際経済関係が「自動調節力」をもたず，

したがってまた，それを自然調和的に律する「合

理的基準」がないとすれば，何等かの国際調整

の基準と機構が必要になるのは必至である。国

際機関の設立や国際協定によって当事者聞の共

通の理想， 目的，利害，および協調する意志，

相互信頼が共通のイデオロギーによって総括さ

れることだけが「国際協力」に正当性を与える

ことになったのである。過渡期の「国際協力」

が普遍主義的な「共通分母」にもとづき，かつ

イデオロギーによって体系化されねばならない

所以である。しかし，これは誰が調整するのか

という「中心国」のリーダーシップ問題と深く

関係していることも明らかである。アメリカは

ブレトン・ウッズ会議では， r自由・無差別・多
角主義」を拡張主義的「国際協力」によって管

理するという点でブレトン・ウ γズを合理化す

るとkができたが，他方金融協定批准時には，ゴ
一転じて「双務主義」の概念に属する対英ロー

ンを「反ソ・反共主義」によ~り総括し「国際主

義」として体系化し直すことによってのみ，過

渡期の「国際協力」に普遍・妥当性を与えるこ

とができたのも，まさにこのためであったので

ある。しかし，これは同時にブレトン・ウ γズ

の「国際協力」が各国の経済政策の調整を必要

とするとし、う原理的矛盾をもち， したがってま

た過渡期の「双務主義」の拡大 9固定化によっ

て「国際対立」と「国際協調」を止揚し得ない

ために，グローパルなユニパーサリズムの観念

を喪失していく過程でもあったのである。それ

ゆえ，過渡期の「国際協力」が「多角主義」と

「双務主義」の併存に席を譲ったのは当然の成

り行きであった， といえよう。

② 合衆国における対外借款政策

一一対英ローン重視政策一一

「明白なことは， ロシアが悪く行動すればす

る程ますますローンの可能性が強くなるという

ことである。それは，議員がイギリスを好むば

かりでなく， ロシアをあまり好まないからでも

ある。」叫

1945年7月5日のイギリス労働党の大勝利に

より，ブレトン・ウグズ協定の批准は重大な問

題に直面した。ロンドンは未だブレトン・ウヅ

ズ協定を批准していなかったために，イギリス

の行動の遅れはワシントンに三つの不安を募ら

せた。というのは，労働党の勝利は， (1)労働党

の対内政策の基本が民間企業の統制にあったた

めに，対外政策をソ連に同調させるかもしれな

いという心理的不安を高め， (2)社会主義政府は

アメリカの考えよりも遥かに大規模に国家の計

画化にコミットメントしていたため，スターリ

ング諸国が「多角主義」体制から離脱させられ

るならば，合衆国の対外政策は犬きな脅威を受

けるだろうという実際上の危倶を増L.-， (3)もし

労働党政府が「英ソ・ブロック」を形成するな

44) The Economist， March 23，1946; p. 455. 
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らばi社会主義国家と資本主義国家との聞の世
界市場を』めぐる激烈な競争が経済戦争をもたら

すという絶対的脅威を極限にまで高めることに

なったからである 45)。

このために，米国は逆説的に「英米同盟」な

しには世界経済システムを統一し， ロシアが反

対している東欧の「門戸開放」という「自由・

無差別・多角主義」のゴールを追求することが

困難であると自覚するようになった。というの

は，上述の脅威がロシアの「膨張主義」によっ

て高まれば高まる程，逆に「ロシアの脅威」を

過度に誇張することによりかかる脅威の可能性

を事実上相殺する以外に選択の余地はなし、から

であった。政府が反ソ政策の承認と支持を勝ち

取るために，ことさらソ連の「未知なる脅威」

を「実在的脅威」であると強調し，アメリカ国

民を徹底的に威す必要があった所以である。

ところで， トルーマン政権によりソ連を排除

する対ソ強硬路線が採られた一因がソ連の「東

欧開放問題」にあったことは，周知の通りであ

る。国務省の対ソ借款政策は， ソビエトを「ブ

レトン・ウッズ体制」へ組み込む手段としてロ

ーンを使用するというように，いわば外交の武

器とみなす傾向が強かった。すなわち，対ソ借

款問題は国務省の「多角主義」実現との関係か

ら処理されたのである。このため国務省は，

「多角主義」のグローパルな貫徹という観点、か

らして，対ソ借款政策よりも対英借款政策を重

視しがちであった。しかし，こうした対ソ借款

を「外交武器」に使う国務省の政策がロシアに

疑惑を抱かせることになったことは，いうまで

もあるまい。これは， 1945年11月14日付けのハ

リマン (w.Averell Harriman)駐ソ大使の

対ソ借款問題に関する覚書からも窺うことがで

きる。すなわち， (1)米国の対ソ借款政策はソピ

45) L. C. Gardner， o.ρ. cit. ，pp. 118， 121-122.なお，
アメリカにおいて英国労働党政権のラディカノレな
政策変化の象徴である国家統制主義が民間の創意
と自由企業に対する終王寺を知らせる兆しとみなさ
れている点については，CFC， 163， February 14， 
1946，p.864を参照されたし、。

エトの誤解を増しロシアに一方的行動を採ら

せる傾向にある。 (2)ソピ、エトは長期計画の下に

動いており，最近になってアメリカのローンな

しでの復旧計画を作成した模様である的。以上

である。

つまり，国務省にとっては「多角主義」の実

現の鍵が英米金融協定にあったことは，いまや

明白であろう。ソピ‘エトが1946年初期に，自国

再建第一主義を表明し，スターリンによる「新

5ヶ年計画」の発表によりソ連の一方的行動が

明らかになってきたのは，かかる合衆国の外交

の延長線上に位置するのである。 トノレーマン大

統領が11月26日，対ソ借款供与に反対し，対英

借款供与を優先させざるを得なかったのもこの

ためであった向。ところで，対ソ借款拒否の原

因と背景について付言すれば，対ソ借款の条件

は， (1)多角的貿易政策の採用， (2)ブレトン・ウ

ッズ協定への参加， (3)東欧の門戸開放の三点，

に絞られていたのであった問。 しかし r政府
当局者の聞では， ロシアがアメリカの条件を受

け入れることはほとんど期待されていな L、J49) 

というのが，当時の実情であった。とりわけ，

ロシアがブレトン・ウッズ協定の批准に遅れて

いる理由は，ソ連が (1)外国貿易を独占し， (2)資

本主義制度に敵意を抱き， (3)金と外国為替保有

額を公表する意志がなく，仏)世界経済の動向か

らの影響を最小限にするために， 自国通貨ルー

46) CR， 1945， pp. 10-11， 31-33， A. 5103-5105; FR， 
1945， V， pp. 935-936; T. G. Paterson，。ρ cit.， 
p.49.なお，コーマー委員会の戦後経済政策につ
いては.U. S. Congress， House， Special Com-
mittee on Postwar Economic Policy and 
planning， Economic Reconstruction in Eur. 
rope， Hous Rept， no. 1205， 79th Cong.， 1st 
sess. ~ovember 12，1945，pp. 1-51を参照された
L 、。

47) The Financial Times (以下，FTと略記する)，
February 9， 1946， p. 2; L. C. Gardn巴r，op.cit.， 
p. 129.なお， ソ連首脳がブレトン・ウッズ協定
に調印することは不可能であるとみなすようにな
ったのは，かかる経緯を背景としているといえよ
う(FR，946， 1， p. 1387)。

48) FR， 1946， VI， pp. 824， 828-829， 834-835. 
49) NYT， Apri1， 1946， p. 17. 
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ブルに IMF金平価を与えられるのを避けたい

と望み， (5)東欧の支配を最重要政策にしていた

からである， とみなされていた50)。要するに，

合衆国がクレジ γ トの見返りに，ロシアから

「多角主義」を獲得することがいかに非現実的

かつ無益であるかは，これで明らかであろう。

また， ロシアにとっては，ブレトン・ウヅズ協

定は本質的に資本主義的行動ノレールの枠内で、世

界貿易の条件を改善するプランに他ならなかっ

たのである。

ソ連がローンの条件を受け入れる見込みがな

いことが明らかになってくるにつれて， したが

ってまた， ソピエトの自力復興主義への政策転

換が自明になるにつれて， ソ連の一方的行動は

米国の「多角主義」に対する脅威とみなされる

ようになってきた。しかし， この点で注意すべ

きは， ソビ、エトにとってはアメリカが戦後再建

問題において対英ローン交渉を優先させ，対ソ

借款供与を事実上拒否したために， 自力再建へ

と向かわざるを得なかったという意味におい

て，選択の余地はなかったということである。

こうして，米ソ関係が「協調」から「対立」に

動くに連れて，米国政府内では「対ソ強硬派」

がジョージ・F・ケナン (GeorgeF. Kennan) 

によって理論的基礎を示された「ソ連封じ込め

政策」と結び付いて， トルーマン政権の外交政

策の主流派を形成することになったことは，周

知の通りである。 Eで本格的に論じるところで

はあるが，かかる文脈のなかで， ヴァンデンバ

ーグ (ArthurH. Vandenberg)上院議員が

対英ローンを「英米同盟」による「多角主義」

の実現とロシアのコミュニズムに対する「とり

で論」から正当化を図り，金融協定批准論争の

50) CFC， 163， March 21，1946， pp. 1495，1510-1511. 
なお，マイクセノレによれば， ソ連がプレトン・ウ
ッズに参加しなかった理由は， ロシアの外国貿易
の国家独占が「自由・無差別・多角主義」原則と
抵触する点にあったという(R.F. Mikesell， 
“Negotiating at Bretton WoodsぺInRay司
mond Dennett and Joseph Johnson， (ed.)， 
Negotiating withthe Russians， Boston， 1951， 
pp. 114-116)。

「ターニング・ポイントJを画したのである500

さて， これまでの検討から明らかなように，

米国は「双務主義」を防ぐために「双務主義」

を訴えざるを得ないというディレンマを抱える

ことになった。では，いわゆる「キー・カレン

シー・アプローチ」を米国が最後の「切り札」

として用いざるを得なかったのは何故であろう

か。既に前稿でみたように，ブレトン・ウ y ズ

協定の批准の際に， Iキー・カレンシー・アプ

ローチ」は， (1)排他的な「英米共同主権」を確

立する， (2)ユニバーサノレな戦後の通貨問題とバ

イヲテラルな戦後のイギリスの国際収支問題を

同一視しているという点で，葬り去られたので

あった52)。しかし，英米金融協定の批准論争に

おいては，米政権は反対に「キー・カレンシー・

アプローチ」はブロックの形成を防止するとい

う逆の論理を用いたのであった。すなわち，対

英援助がなければ，英国は「ポンド・ブロ γ グ」

を形成する，さらに「英ソ・ブロッグ」を形成

するという「裏返しの論理Jの展開に他ならな

かった。

では，何故米政権は，英米金融協定批准時に

「キー・カレンシー・アプローチ」のいわゆる

「裏返しの論理」を使わざるを得なかったので

あろうか。この間いへの答えは，何よりもまず，

「キー・カレンジー・アプローチ」を正当化する

ために「双務主義」に固有の限界がいかにして

克服されねばならなかったのかを明らかにしな

51) NYT， Apri1 21，1946， p. 17， Apri128， 1946， IV， p. 
3.なお，ケナンの「封じ込め政策」については，
差し当たり永井陽之助，前掲書，第1章，George 
F. Kennan， Memoirs 1925 -1950， Boston， 

1967，邦訳『ジョージ・ F・ケナン回顧録』読売
新聞社， 1973年を参照されたい。また， 最近の
『エコノミスト』誌は， Iトルーマソ・ドグトリン」
がケナンのソ連の「封じ込め政策」に公式の起源
を有することを言及している (The Economist， 
March 14， 198~pp. 21-24)が， rトルーマン・ド
タトリン」とケナン「封じ込め」政策との間には
相違点があることもまた事実である。詳しくは，
管英輝「ジョージ・ F・ケナンと「封じ込め」構
想J[f'法政論集~ (北九州大学) 第8巻第2号，
1980年をみられたい。
52)拙稿，前掲論文。
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ければならないが， この問題については， mで
本格的に展開することにしよう。

11 英国における戦後再編実践

戦後の「自由・無差別・多角主義」的な世界

市場編成に対する主要な危険は， r双務主義が
波及し拡大すQj町ことであった。イギリスが

「双務主義Jを採用L，r西欧における新しい
モデル」としての「西側連合」刊の形成の展望

を余儀なくされざるを得なかったのは，必要に

迫られた結果に他ならなかった。事実，英国の

「双務主義」の動きは「米ソが地域主義政策の

方に決定的に前進してきている」聞という現状

認識にもとづいていたのである。しかし，その

実際上の存在理由が「差別的独占」町にあった

ことは明白であった。そして， これがソ連の戦

後締結して来た一連の貿易協定にも妥当したこ

とは，言うまでもない。相互援助協定第7条に

抵触するかかる措置は， rソ連ブロック」の攻
撃に対してアメリカの貿易関係を保護するとい

う緊急問題を米国に突き付けることになった。

「スターリング・ブロッグ」と並んで「ロシア・

アロック」問題が浮上してきたのである町。

言うまでもなく，アメリカ側は， r多角主義」
的な貿易・為替システムの早期回復を支持した

のに対し，イギリス側は，依然として「厳格に

双務的とまではいかないj，r完全に普遍主義と
まではいかないj，r完全に多角的とまではいか
ないj58)タームで、戦後過渡期問題を考えていた。

そして，イギリス政府首脳は「計画化された双

53) Horwards Ellis，“Bi1ateralisms and the 
Future of International Trade九Eassaysin 
lnternational Finance (以下，EIFと略記す
る)， No. 5， May 1945， p. 108. 
54) The Economist， June 2， 1945， pp. 722-724， June 
23， 1945， pp. 842-843， and J une 30. 1945， p. 880. 
55) The E.conomist， June 2，1945， p. 723. 
56) Horwards Ellis，。ρ.cit. ， p. 108. 
57) Herbert Feis，“The Conflict Over Trade 
Ideologies"， FA， Vo1. XXV， No. 2， pp. 217-228. 
58) The Economist， February 5，1944， pp. 169-170. 

務主義的協定により貿易を拡大すること」聞が

新しい「第三のアプローチ」であると確信する

に至ったので、ある。

イギリスでは，多角的な国際通貨通商システ

ムがうまく機能するか否かは，何よりもまず，

各国が国際貿易の方向と量の決定における国家

主権を進んで放棄するか否かに第一義的に依存

するとみなされた。第二の要件は，英国に対す

る支払いにのみ使用されうるような交換性のな

い，いわゆるポンド封鎖勘定問題がブレトン・

ウ γズの枠内でいかにうまく解決されるか否か

であった。そして，もし世界が政治的にも経済

的にも二つに分割される場合には， r限られた
多角主義」が何も無いよりは増しである， とみ

なされたのである。

このように， rド、ル不足」に代表される大戦
直後の国際的不均衡の時期には， r限られた多
角主義」だけが実行可能であるだろうという最

終結論に達したのは，極めて現実主義的な考え

であった， といえよう。では，このような「第

三のアプローチ」はいかなる歴史的文脈のなか

で理解されるべきであろうか。

1) rドル不足」問題と「双務主義」協定網
の拡大

一一「限られた多角主義」への途一一

協定が「多角主義」または「双務主義」にも

とづいているか否かは，世界経済に「拡張主義

的圧力」を加える「国際協力」の善し悪しを決

めるに当たっての唯一の要素である， と総じて

いわれている。しかし，世界経済ばかりでなく

イギリス経済にも有利な地位を与えねばならな

い取決は， r通商金融協定が多角主義であるか
双務主義であるかには完全に無関係であるJと

いうのが，ケインズの方針であった。それゆえ，

この思考の延長線上で， ケインズが rw多角主
義』は世界を『望ましい』ものにするのに助力

59) Herbert Feis，“The Future of British Im-
perial PreferencesヘFA，Vo1. XXIV， No. 4， p. 
673. 
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するだろうが， しかしそれは『望ましい』もの

そのものではなし、」聞という論理的帰結に達し

たことは，極めて自然のことであったといえよ

う。

確かに I多角主義」は世界経済の拡大均衡

を達成するに当たっては「望ましい」ものにち

がいないが，戦後過渡期のイギリスにとっては

「望ましい」ものではなかったという点におい

て，協定が「多角主義」または「双務主義」に

もとづいているか否かということだけを基準に

して戦後再編実践の善し悪しを判断するのは早

計にすぎよう。イギリスが世界経済にとって望

ましい「多角主義」を実践するに当たっては，

復興援助にみられる双務的な「拡張主義圧力」

を合衆国から得るための「国際協力」を何より

もまず必要とすると訴えたのは，まさにこの文

脈のなかで捉える必要があるだろう 61)。つま

り，英国では，ブ V トン・ウッズの替わりにい

かなる内容と額の援助が供与されるかが，米国

による「国際協力」の実践に他ならないとみな

されたのである。しかし，米国にとっての「国

際協力」の意味はまさに正反対であった。米国

の求める「国際協力」は，英国に対する援助は

見返りなしに与えられる「施し」で、はなく，英

国自らが「多角主義」の実現のために前以て

「双務主義」を放棄するとL、う代償を支払うこ

とを公約するというギブ・アンド・テイクの関

係に他ならなかったのである 62.'。すなわち，互

恵的な「国際協力」の強調である。

このような英米の「国際協力」についての考

え方の相違を反映して，戦後過渡期のイギリス

の再建実践は「多角主義」か「双務主義」かと

いう二者択一を迫られたのであるが，英国は先

に言及した通り， I現実主義」に立脚して f第

三のコースj，すなわち「双務的多角主義」を

選択したのであった。しかし，イギリスの再建

問題がいかに「現実主義」にもとづいて判断さ

60) Sir Richard Clark，。ρ.cit. ， p. 124. 
61) Ibid.， p. 208. 
62) The Economist， January 13，1945， p. 35. 

れたとしても I第三の選択」が米国の「拡張

主義圧力」の程度と範囲に依存することには変

わりは無かった。イギリスの再建実践が「多角

主義」と「双務主義」の聞を揺れ動き，究極的

に「限られた多角主義」に「最適解」を見出し

た所以である。過渡期の「国際協力」が「多角

主義」と「双務主義」の混合という特殊歴史的

形態を採ったのは，以上の文脈のなかで理解し

なければならないのである 63)。また，過渡期に

おける「国際協力」により管理，組織化された

「自由・無差別・多角主義」の形態が「敵対と協

調の奇妙な結合」をその実体とする以上，その

うちに緊張関係と不安定さを内包せざるを得な

かったのも，いわば当然であったといえよう。

2) 英米金融協定についてのイギリスの反応

英米金融協定は，英国の再建計画に必要な

「双務主義」と「拡張主義」を保障するに足る

ものとみなされたのであろうか。総じて，イギ

リスでは，英米金融協定には反対が強かった。

では，この点、を， 戸ンドジ『エコノミスト』誌

の金融協定批判から確認することにしよう。

第1の反対理由は， I無差別主義」の名の下

に， グローバノレな「比較生産費」原理が絶対的

に作用するとL、う合衆国の主張を受け入れるこ

とができないという点にあった。イギリスは，

自国の輸出を拡大するのに必要な外国市場を見

付け出すベく， 自身の大きな輸入市場を「交渉

力」として自由に使用することができなければ

ならなかったからである。英国はそれを実施す

る人々からは「互恵主義j， I相互主義j， また

それに反対する人々からは「双務主義j，I差別

主義」と呼ばれる方法がなければ生存し得ない

という認識であった。

第2は，協定が事実上，国際貿易の「計画化

された拡張主義」の可能性を排除していたこと

である。英国側では「外国貿易の計画化」によ

63) John Morton Blum， (ed.)， 0ρ. cit.， p. 261; 
The. Economist， February 5， 1944， p. 169， Sep-
tember 22， 1945， pp. 404-406. 
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り輸出入の均衡化を図ると同時に，外国貿易の

拡大をも管理しうる唯一の方法は，他国と輸出

市場を相互に保障する双務協定，すなわち「計

固化された双務主義」を締結するだけであろう

というのが支配的見解であったのに反して，ア

メリカ側はこれを「拡張主義」に反する「邪悪

な計画」に他ならないという名目で禁止すべき

である， としていたからであったH)。

みられるように，イギリス側では，双務協定

は[建設的かつ拡張主義的な経済協力のための

道」院を聞くものとみなされたので、ある。それ

はまた，貿易の均衡が必要な場合には，いつで

も黒字国の輸入拡大という「計固化された拡張

主義」によって回復され， もって制限的な「差

別主義」を避けうる方法でもあったのである。

そこで，イギリスは， (1)双務協定網の拡大はそ

れ自身が目的ではなく，過渡期のための安定的

な為替関係システムを確立し，もって貿易の拡

大を図ることがその主たる目的である， (2)アメ

リカの輸出に制限を置くものは，世界の残余に

対して米国が輸入支払いとローンにより供給し

たドルの総量である， (3)それゆえ双務協定は，

世界貿易の総額を縮小せず，むしろ輸出を拡大

するという点で，アメリカの輸出の不利益には

ならない， という論理を展開したのである問。

しかしアメリカ側では，貿易の均衡はむし

ろ赤字国の輸入制限によって回復されねばなら

ないと考える傾向が強かったので，英国が採用

してきた「計画化された双務主義」は「差別主

義」に他ならなかった。そのためイギリス側

は，上述の論理を正当化するために，大西洋憲

章第4項の「無差別主義」の原則を次のように

解釈することにしたのであった。すなわち，世

界貿易の総額を増大することなしに，ある固か

ら他国に市場を移すにすぎない「差別」と，第

三者に損害を与えることなしに，新しい貿易関

係を創り出す「差別」とを明確に区別すべきで

，64) The Economist， December 15， 1945， p. 850. 
65) The Economist， January 13， 1945， p. 36. 
66) Ibid. 

あり，そして後者は大西洋憲章第5項の「経済

の拡張主義」とは矛盾しないという見解であっ

た。つまり r拡張主義」を構成要素としない
「国際協力」は，イギリスにとっては完全雇用

政策のない国家政策と同様，危険な時代錯誤に

他ならなかったので、ある 67)。要するに，英国で

は，米国が完全な「無差別主義」を強要する場

合に，各国はブレトン・ウ γズから総退却し，

その上最も狭い自助措置を採るよう強いられる

ことになるだろう， とみなされたのであった。

では，英国の期待したように，金融協定は米

国が完全な「無差別主義」を強要しないばかり

でなく，ブレトン・ウ γズ協定が首尾よく機能

する条件を満たすものであったのであろうか。

次に，この点を検討することにLょう。

英国の英米金融協定に反対する理由は，協定

の原理そのものにあった。それは，英国が積極

的には37億5千万ド、ルのグレジ vト供与，また

消極的には戦債の削減ならびにその支払い延期

と引き換えに，スターリング・ブロックの解体

から英帝国特恵制の撤廃にまで至る「自由・無

差別・多角主義」の承認を迫られていたからで

あった。しかし，英国にとっては，まさにユニ

バーサノレなブレトン・ウッズ協定が機能する絶

対的条件がないということこそが，戦後ブレト

ン・ウッズから突き付けられた現実問題で、あっ

た。すなわち，英米金融協定によって，ブレト

ン・ウッズの作動する絶対的条件一一①スター

リングの過多とドル不足の同時存在をうまく管

理し，国際収支を均衡化するよう英米両国が対

外経済関係を調整すること，②米国が自ら不況

を防ぐよう完全雇用政策を採ること，③過渡期

に加盟国の行動の自由を認めることーーが満た

されるか否かは，定かではなかったからであ

る68)。

ところで，ブレトン・ウッズの作動する絶対

的条件が債権国としてばかりでなく， r中心国」

67) Ibid. 
68) Ibid.， and July 21，1945， pp. 75-76， August 25， 
1945，pp.252-253. 
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としての役割jたも認待されていた合衆E畿の議震

に大きく依存していたことは，疑関の余地がな

かった。そして，ブレトン・ウッズが非常に狭

い範盟内で作用するよう企てられたこともま

た，既に切らかに りである。それゆえ，

アメ Fカがブレトン・ ?γ ズの枠外から双務的

に践裁の対英援助を供与する場合にのみ，イギ

ヲスの悶際収支照揺がブレトン・ウッズの枠内

で、解決されるという激説的な関係にあったので、

ある。これが戦後過渡期の荷量震の条件であった

のである。

では，英米金融協定は，業E雪の間際収支問題

をブレトン・ウッズの棒内で解決するに足る程

の f拡張主義圧力j宏加えることができるとみ

なされたのであろうか。アメ pブ3が英米金融協

よって rドノレ不足関悪j 会ブレトン・ウ
γズの枠内で処理すると共に，ブレトン・ウッ

ズの機能する絶対的条件を満たそうとしたこと

は，周知の通りいなある O しかしながら，斐米金

融協定が双方の了解jを満たすものでなかった

こともまた，務らかである。それゆえイギリス

は，英米金喜子、協定によって戦後歯際経済関係の

と拡張が憾保されるに，安定と拡張とい

うi反窓の上に打ち立てられたブレトン・ウッズ・

システムを前以て受け入れなければならない，

というディレンマに陥ったのである。

このように，英米金数協定は不十分な

をf支部として「陣際協力jを求め，イギ

ジス会「片輪Jにする?議出・無差別・多角主

義j措置以外の純物でもなかったのである問。

つまり，英米金融協定によって米E惑にだけ溺合

る f自由・無差7JIJ.多角主義jの世界にイヰ戸

予スが即時に忽摂されることになっている点こ

そが，英喜?とおいて金融協定の露頭そのものが

であり「苛酷なものjであると批判

された根本理由であったのである。英連邦特恵

欝税制度合強く議議した寧需轄のど}ノミーブル

ック (LordBeaverbr∞k) m誌が，世界全体に

§含1)1.内'heEconomisえ Dec企mber8， 1945， p. 821; 
CFC， 163， May 9，1946， pp. 2525，2544.食

とって疑い無く宿主主であることな当然と仮定し

ているブレトン・ウずズに反対して;r帝鶴自給
学説」を提鳴したのは，まさにこのためであっ

たのである問。

イギリスにとっての英米金融協定の金

問題は，金融協諮がブレトン・ウッズ計踊をは

るかに童書えてイギリスの自白書f制醸し，イギザ

スの経済政策をアメザカの経済政策に提議

るものであるというように，ブレトン・ウッ

ズ・システムが理論的に援ましくないばかりで

なく，アメリカの f経済の拡張主義Jによって

ブレトン・ウッズが有効に作動するかかにあ

ったので、ある700

3) る論議

英米金融協認が英閣において激しい反発せと受

けた主たる理由が，協定の掠珪そのものにあっ

たことは先にみた。笑雷議会で、行われた論議も

また， 口…ンの条件そのものについて極めて激

しい慈誌を受けた。替機党政府のた品一・ド…ノレ

トン (HughDalton)議相によれば，金霊童謡恕

によってイギジスがブレトン・ウ γズ協定に対

する々ーブガードな失うことになることが，議

会における承認をとりわけ間難にした建治であ

った。金高生協定がブレトン・ウッズ協定に反す

る本繋的な点は，次のさ三つであった。すなわちき

的議諜期の利益が5年から15か月に綴議さまt，

(2) r稀少通賞j条顎の利益が牽われ， (3) IMF 
から行動の自由を問視するといういわゆる f麗

送機」が取り上げられていた点に，非難が集中

したのである7230

では，このような英米金畿協定の批判に対し

て，英閣議会ではいかなる論議が展鍔されたの

であろうか。議会での論点は，次のようにまと

めることができょう。

70) Nation， March16， 1946， t; 316; A J. P. Taylor， 
Beaverbrook， London， 1972， pp. 570-572. 
71) The Economist， Decemb母r8， 1946， pp. 829-821. 
72)笠ughDalton， op. cit. ， pp. 85ぃ86;FR，1945，VI， 
pp. 132， 189. 
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(1)金融協定を拒否した場合の英国経済の悪影

響が強調されたことである。たとえ十分ではな

いとしても，新たにド‘ル資金を確保しないと，

英国は戦時中より厳しい苦難と窮乏に甘んじな

ければならなくなる， というドールトンの主張

がこの見解を代表している。

(2)金融協定の拒否は，英国の経済と金融に混

乱をもたらすばかりでなく r英米協調」の全
希望を打ち砕き， もって F国際協力」の全将来

をも崩壊させるだろう。 トソレ・クレジットだけ

が，ブレトン・ウッズの枠内でイギリスに戦後

復興のための「息抜きの機会」を与え，世界的

規模での国際経済秩序のなかで英国の産業力を

回復させる， という考えである。

(3) r世界的ベースでの多角主義的貿易」かま
たは「地域主義的ベースでのスターリング地域

内の多角的貿易」かという最大の争点について

は r多角主義J原則は英，米， ソ聞の経済平
和を保つ唯一の希望を提供すると訴えられた。

そして， r多角主義」が不可能な場合にのみ，
「双務主義」が行使されるべきとされた。

(4)英米間で金融協定に達するか，または金融

経済上の覇権をめぐる闘いを行うかという二者

択一問題については，世界は現在，英，米， ソ

の三大列強聞の政治経済上の密接な協力関係を

危うくするような大きな危険に直面している，

と訴えられた。一つは， ヨーロッパがロシアと

イギリスの指導下において二つのブロックに分

割されるとL、う政治的危機であった。もう一つ

は，世界が再び英米の指導下で二つのブロック

に分けられるとL、う経済的危機であった。それ

ゆえ金融協定賛成論者は，英，米， ソがお互い

に「経済ブロック」を形成しつつあるという

「現実主義」に立脚して，もし金融協定が拒否

されれば三大ブ P ックの固定化に帰着するが，

一方金融協定の批准はロシアに対抗する「英米

提携」を形成するとして金融協定の決断を追っ

たのである73)。その上，も L金融協定が失敗し

73) U. K. Pariament，“Anglo-American Financial 
and Economic Discussions'''Houseof Com-

た時に「双務主義」が採用されることになった

場合にも，金融協定の成否は世界最大の生産者

である合衆国が同時に世界最大の輸入者になる

か否かに依存していたとして， これを米国の責

任に帰すことができる， と訴えられたのであ

る。つまり，金融協定が目指した「多角主義」

の前途は，合衆国の将来の経済政策に委ねられ

ると主張されたので、ある川。

この最後の点で留意すべきは， この論理の延

長線上にチャーチノレのロシアに対する「英米同

盟論」が出て来るのは論理必然であった， とい

うことである。そして，この「英米同盟論」は，

Eで詳しく展開するはずであるが，アメリカ側

にとっては「ソ連ブロック」に対抗すると同時

に，英国が荒廃したヨーロッパの指導権を握っ

て「ソ同盟」と「ドル・ブロック」との聞に

「西欧ブロック」を形成する可能性をも封じる

道を与えることになっセという点で， とくに注

目されねばならない問。

以上，イギリスにおいては， r多角主義制度は
ドル不足が存在するかぎり，決してうまく行か

ないだろうrのと考えられていたので、ある。 L
かしながら英米金融協定締結により，英国は今

度はポンドの交換性を回復することによって，

「国際協調」への第一歩を踏み出し， r国際協
力」の実を示すよう余儀なくされたのである。

それゆえ，ヒューパート・へンダーソン(Hubert

Henderson)のし、うように，英国にとっての英

mons， Vo1. 417，1945， pp.441-443， 677-678， 691-
692; U. K. Pariament，“Anglo-American Fi-
nancial Agreements" ，House of Lords， Vo1. 
138， 1945， pp. 686， 704. 
74) Ibid.， pp. 759， 792. 
75)このため，エメリーによれば，金融協定はロシア
が東欧の支配によりヨーロッパの政治的解体を決

めたと同様に， ヨーロッパの経済的分割を決めた
ことの証左に他ならなかった(L.S. Amery， op. 
cit.， p. x)。なおIi'エコノミスト』は「ロシアに
対する英米同盟」論の正当性として， r世界平和
に対する将来の脅威の眼に見える唯一の可能性が
ソ連の政策にあるJ(The Economist， March 9， 
1946， p. 361)と報じていた。
76) Roy F. Harrod， Are These H ardsh争sNeces-
sary? London， 1947， p. 42. 
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米金融協定の本質的特畿は，それが間務~又支の

不均衡是正を助けることではなく，英E惑の国際

収支是正措霊がアメリカの鵜誌J貿易にとって有

とみなdれる場合には，むしろそれら

を禁止しようとしていることにあった， という

ことができるのである円弘金書童謡溜がイギリス

に対する「無識別主義jの過度の要求に勉なら

ないとみなされた所以である。すなわち，これが

意味していることは，圏艶貿易の流れは悶隣収

よって譲歩事撃を及ぼされるべきではな

いという要求に等しかったのである。したがっ

てまた，イ γド担エメリ… (L.S. Amery)に

よれば，米密政府当局は，役界不況は貿易・為

蓄積j隈により引き鶏こされたことに凝らして，

77) Sir Hubert Henderson，“TheAnglo-Ameri-
can Financial. Agr出 ment'二OxfordInstitute 
0/ Statistics Bulletin， Vol. 8， No. 1， January 
1946， p.13. 

かかる統制の単なる除去が世界的規模の「拡張

主義jセ自動的にもたらすというれいわゆるハ

ノレの古典的な f喜由貿易主義jの教義を資問的

に確信していたということになる。しかし，イ

ギ予スにとっては r英帝国特恵の験去に対す
るブメリカの希議はイギリス帝患の存夜権の直

接の否定J78) 1以外の何物でもなかった。以上，

イギヲスにとっては， r多角3三議J
切な闘を豊かにし，貧しい閣をより舜しくする傾

向を有する紫易制度であるために，英国政府

は十語化された双務主義Jにより貿易を拡大

しうると確信するに至った経緯は現段であろ

う問。(続。

78) L. S.Amery，op. cit.， pp. vi，viii. 
79) Paul Einzig，“The Cas母 forBilat日ralisms"，
The Banker， lxxxiv， October， 1947， p. 31: 
H母rtertFeis， op. cit. ， p.673. 
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